日銀市第１３０号

平成２４年６月２２日

担保差入先　御中

日本銀行金融市場局

「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」の一部改正等について
信用判定関係事務につきましては、平素ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、日本銀行では、信用判定に関する書式整備等の観点から、標題のマニュアルを別紙のとおり一部改正し、６月２６日から実施することとしましたので、通知します。
以　　上

別紙

「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」中一部改正

○　Ⅰ．１．を次のとおり改める（全面改正）。
１．信用判定の新規依頼

○  日本銀行では、各種の取引を実行する際に担保として受入れる民間企業債務（社債、手形、CP、短期社債、証書貸付債権）の債務者となる企業の信用力を、貴行（庫・社）からの「企業の信用判定依頼」に基づき調査・判定する作業を行っております。この作業の結果、日本銀行が適格性ありと判定することが、民間企業債務を適格担保として利用する前提条件となります。

──  信用判定は、「企業の信用判定基本要領」に基づいて行っています。「企業の信用判定基本要領」は日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）で公表しています。

○　貴行（庫・社）が新たに信用判定依頼をされる場合、「信用判定新規依頼書」（Ⅰ-１号書式）をご提出頂きます。ご提出に際しての留意事項は以下のとおりです。

　・　信用判定は、原則として当該企業の本社（実質上の本社を含む）所在地を管轄する日本銀行本支店が行います。該当する日本銀行本支店（本店は金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ、支店は営業課または総務課。以下、同じです）と取引のある貴行（庫・社）の営業店を経由して依頼を行って下さい。なお、日本銀行の事情により、当該企業の信用判定を行う店舗を変更するケースがありますが、この場合には、依頼を受け付けた日本銀行本支店より貴行（庫・社）にその旨をご連絡します。
　日本銀行の当該本支店と取引がない等の事情により、当該本支店への依頼が困難な場合は、日本銀行本店（金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ。以下、同じです）までご照会下さい（本章においてご提出が必要な書類についても同様の取扱いとなります）。

──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定している企業については、改めてご依頼頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行担保受入店（本店は業務局営業業務担当、支店は業務課。以下、同じです）にご照会下さい。

・　新たに信用判定依頼をされる際、ご提出頂く書類は次のとおりです（＜参考＞参照）。「迅速審査」の場合は、（１）をご提出いただきます。「通常審査」の場合は、（１）～（５）をご提出いただきますが、当該企業が有価証券報告書を作成している場合は、（２）から（５）の提出は不要です。このほか、「迅速審査」、「通常審査」のいずれの場合も、審査にあたり必要が生じた場合は、追加資料をご提出いただきますほか、企業の業況等についてご説明いただきます。
（１）信用判定新規依頼書（Ⅰ-１号書式）

（２）直近４期の決算関係書類（事業報告等）

（３）企業調書（Ⅰ-２号書式）

（４）登記事項証明書

（５）その他会社概要等当該企業に関する参考資料

・　判定を依頼される企業が貴行（庫・社）の密接関係企業であるかどうかを確認し、貴行（庫・社）の密接関係企業である場合は、その旨を日本銀行本支店までご連絡下さい。密接関係企業である場合は、最終的に判定依頼企業が適格と判断されても、当該企業と密接な関係を有する貴行（庫・社）は、当該企業の債務を担保として差入れることができませんのでご注意下さい。
──　密接関係企業とは、実質的な支配力または影響力に照らして、ある取引先と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業です。詳しくは、日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）に掲載している「密接関係企業の基準」をご参照下さい。

○　信用判定の結果は信用判定を行った日本銀行本支店からご連絡します。また、適格と判断したときは利用開始日を併せてご連絡します。

なお、日本銀行が信用判定に要する時間は、必要書類をご提出頂いた後「通常審査」による場合概ね１か月を目安とします。「迅速審査」による場合は「通常審査」よりも短い期間で審査します。

○　Ⅰ．２．を横線のとおり改める。

２．信用判定の継続依頼

○　略（不変）

──　この際、信用判定企業が貴行（庫・社）の密接関係企業であるかどうかでないことを、改めてご確認下さい（具体的な手続きはⅠ．４．（１０）をご参照下さい）。

以下略（不変）

○　Ⅰ．４．（１）を横線のとおり改める。

（１）決算関係資料の提出

○  信用判定企業については、決算公表（四半期決算を含む）の都度、速やかに決算関係書類（有価証券報告書、事業報告、四半期報告等）を日本銀行本支店へご提出下さい。ただし、「迅速審査」の対象となる企業のホームページ等により日本銀行がこれらの資料を入手できる場合は、不要です。

以下略（不変）

○　Ⅰ．４．（３）を横線のとおり改める。

（３）業況悪化等が判明した場合の対応

○  信用判定を行う企業について、以下のような経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、その内容を速やかに日本銀行本支店へご連絡下さい。ただし、「迅速審査」の対象となる企業については、当該事実や資料が公表されている場合に限り、連絡は不要です。

以下略（不変）
○　Ⅱ．１．の末尾に次の項を加える。
○  選定された保証条件付適格発行者等につきましては、毎年４月、貴行（庫・社）に継続希望を確認いたします。その際には、再度、「短期社債、保証付短期外債またはコマーシャル・ペーパーの保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼書」（Ⅱ-１号書式）をご提出いただきます。
○　＜参  考＞信用判定等の新規、継続、取下げ依頼等に際し必要な書類を次のとおり改める（全面改正）。
＜参  考＞信用判定等の新規、継続、取下げ依頼等に際し必要な書類

○＝提出を要するもの

△＝有価証券報告書を作成していない場合に提出を要するもの
□＝企業の状況が把握可能な適宜の資料で代用が可能なもの

	書式名
	迅速審査による

信用判定
	通常審査による

信用判定
	保証付短期社債等の選定

（注２）

	信用判定新規依頼書
	○
	○
	

	短期社債、保証付短期外債またはコマーシャル・ペーパーの保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼書
	
	
	○

	信用判定継続依頼書（取下げ依頼の場合も使用）
	○
	○
	

	直近４期の決算関係書類
（事業報告等）
	
	△（注１）
	

	企業調書
	
	△
	

	登記事項証明書
	
	△
	○

	その他会社概要等
	
	△
	

	住所、商号変更届
	○
	○
	○

	合併届、分割届
	○
	○
	

	合併契約書写、分割計画書写
	□
	□
	

	短期社債、保証付短期外債またはコマーシャル・ペーパーの保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定の取下げ依頼書
	
	
	○

	信用判定に関する連絡担当部署等の変更連絡書
	○
	○
	

	短期社債、保証付短期外債またはコマーシャル・ペーパーの保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書
	
	
	○

	信用判定企業の内部格付等報告書
	○
	○
	


（注１）継続・更新時は直近分のみで差支えありません。
（注２）保証企業が信用判定企業でない場合は、保証企業について信用判定新規依頼手続が必要です。

○　Ⅲ．５．（１）の末尾に次の項を加える。
○  選定された保証付不動産投資法人債務につきましては、毎年４月、貴行（庫・社）に継続希望を確認いたします。その際には、再度、「保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業の選定依頼書」（Ⅲ-４号書式）をご提出いただきます。
○　Ⅰ-１号書式を横線のとおり改める。
Ⅰ-１号書式
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行
金融機関等名

信用判定新規依頼書
下記企業について信用判定を依頼します。

当行（庫・社）は、当該企業の経営の状態および資金繰り動向を常時把握可能であり、信用判定のうえは、次の１．から４．について、貴行所定の規則規定等に基づきまでに掲げるとおり貴行への連絡等を行います（ただし、３．については、当該企業が迅速審査の対象であり、かつ当該事項が公表されている場合、４．については、当該企業が迅速審査の対象である場合を除きます。）。

１．当該企業の商号もしくは住所に変更がある場合または当行（庫・社）の連絡担当部署等に変更がある場合には、速やかに貴行に連絡します。

２．当行（庫・社）が、当該企業にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該企業にかかる直近の内部格付情報等を報告します。

３．当該企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含む。）が発生した場合その他経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、当行（庫・社）における内部格付等の変更の有無に拘わらず、速やかに貴行に連絡します。
４．当該企業の決算公表後は、直ちにその関係資料を提出します。
記

∫

略（不変）

∫

○最近の経営の状態その他当該企業に対する見解等（迅速審査の対象先である場合は記入不要）

	


以下略（不変）
Ⅰ-１号書式記入例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入例
平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

（金融機関等名）

                                         （責 任 者） △△　△△   　印
　（注１）
信用判定新規依頼書

下記企業について信用判定を依頼します。

当行（庫・社）は、当該企業の経営の状態および資金繰り動向を常時把握可能であり、信用判定のうえは、次の１．から４．について、貴行所定の規則規定等に基づき貴行への連絡等を行います。

１．当該企業の商号もしくは住所に変更がある場合または当行（庫・社）の連絡担当部署等に変更がある場合には、速やかに貴行に連絡します。

２．当行（庫・社）が、当該企業にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該企業にかかる直近の内部格付情報等を報告します。

３．当該企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含む。）が発生した場合その他経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、速やかに貴行に連絡します。

４．当該企業の決算公表後は、直ちにその関係資料を提出します。

記

	企業名
	○○機械工業㈱

	本店所在地（注２）
	神奈川県横浜市○○1-1-1（実質：東京都港区赤坂△－△）

	事業内容
	工作・産業機械等の製造

	取引金融機関
	○○銀 行

	連絡担当部署（注３）
	本店(営業第一部) (連絡責任者名 部長代理 ○○○○)

                 （連絡先電話番号 　             ）


○当行（庫・社）における内部格付等（注４）
	内部格付
	対応する外部格付（注５）
	債務者区分
	与信方針（注６）

	Ｂ１
	ＢＢＢ＋
	正常先
	２


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、署名して下さい。

（注２）登記上の本店所在地を記入してください。また、実質欄には実質上の本社所在地において信用判定を依頼する場合に記入して下さい。
（注３）当該企業と預金取引がある場合には、預金取引を有する主要な営業所等の名称を記入して下さい。
（注４）内部格付等を行っていない場合は、金融市場局（信用リスク管理担当部署）に連絡して下さい。
（注５）内部格付との対応関係を示した一覧表を添付することも可能です。
（注６）１．積極、２．やや積極、３．現状維持、４．消極、５．撤退、から選択して下さい。
以　　上

○　Ⅰ-２号書式を次のとおり改める（全面改正）。
Ⅰ-２号書式　企業調書（有価証券報告書を作成していない企業用）

平成　　年　　月　　日

企　業　調　書
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （金融機関等名）

（責任者名）

○企業調書作成のための企業の聴取先（部署名、担当者名）

○連結ベースの財務資料の有無

	· 連結計算書類　　　　　有　　無

· 任意で作成した連結ベースの財務資料（内部管理用、親会社報告用等）　有 　無


○企業要項

	本社（店）所在地
	（実質　　　　　　　　　　）

	事業内容
	

	設立年月
	　　　年　　　月（創業　　　年　　　月）

	代表者
	
	従業員数
	名

	支社（店）・工場所在地
	

	資本金
	（百万円）
	配当性向（年月期）
	％

	取引先金融機関
	


○沿革

	年
	月
	


○役員（○印代表権者）

	役　名
	氏　名
	生年
	略　　　　　歴

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


○主要株主　　　　　　　　　　　　　　○資本金推移、増資計画

	株　主　名
	持 株 数
	持株比率
	
	年
	月
	　　　　　　百万円

	
	千株
	％
	
	
	
	

	総株主数　　　名
	株式総数　　　千株
	
	
	
	


○設備新増設計画（設備投資額：今期　　　百万円、前期　　　百万円）

	設 備 内 容
	着　工
	完　成
	所要資金
	資 金 調 達 方 法

	
	年　 月
	年　 月
	百万円

	


○事業概要
	○業界地位・企業の特色：

○親会社・大株主との関係：

○事業戦略・中期経営計画：

○収益内容：

○財務内容・不良債権：

○事業構造改革：

○業績・資産の連単倍率：

○その他の事項：


○業績の状況

	（１）前期（　　年　　月期）業績の特徴

売 上 高　　　　　百万円（前期比　　　　％）

営業利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

経常利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

当期純利益　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

○売　上　高＝

○損　　　益＝

（２）今期（　　年　　月期）業績の見通し

売 上 高　　　　　百万円（前期比　　　　％）

営業利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

経常利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

当期純利益　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

○売　上　高＝

○損　　　益＝

（３）今期の四半期決算（中間決算）実績（未監査ベースや内部管理ベース可）
売 上 高　　　　　百万円（前期比　　　　％）

営業利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

経常利益　　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

四半期（中間）純利益　　　　　〃　（　〃　　　　　％）

○売　上　高＝

○損　　　益＝




○セグメント情報
（１）報告セグメント別（セグメントは、事業、製品、サービス等企業の任意）
▽前々期（　年　月期）実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	
	
	
	
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	セグメント利益又は損失（△）
	
	
	
	
	
	
	


（※1）

（※2）

▽前期（　年　月期）実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	
	
	
	
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	セグメント利益又は損失（△）
	
	
	
	
	
	
	


（※1）

（※2）

▽今期（　年　月期）予想　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	
	
	
	
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高　
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	セグメント利益又は損失（△）
	
	
	
	
	
	
	


（※1）

（※2）

（２）地域ごとの情報
▽前々期（　年　月期）実績

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	
	
	
	
	合　計

	
	
	
	
	
	


（注）1. 

　　　2.

▽前期（　年　月期）実績

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	
	
	
	
	合　計

	
	
	
	
	
	


（注）1. 

　　　2.

▽今期（　年　月期）予想

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	
	
	
	
	合　計

	
	
	
	
	
	


（注）1. 

　　  2.

○仕入先・販売先それぞれ上位5社（海外取引先は取引先名の次に国名をかっこ書）
	仕　入　先
	仕入比率
	販　売　先
	販売比率

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


○連結貸借対照表
（単位：百万円）
	科　目
	年 期
	年 期
	年 期

	（資産の部）
	
	
	

	流動資産
	
	
	

	現金及び預金
	
	
	

	受取手形及び売掛金
	
	
	

	リース債権及び　　リース投資資産
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	たな卸資産
	
	
	

	前渡金・前払費用
	
	
	

	繰延税金資産
	
	
	

	短期貸付金
	
	
	

	その他
	
	
	

	貸倒引当金
	△
	△
	△

	流動資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	固定資産
	
	
	

	有形固定資産
	
	
	

	建物及び構築物
	
	
	

	機械装置及び運搬具
	
	
	

	土地
	
	
	

	建設仮勘定
	
	
	

	賃貸資産
	
	
	

	その他有形固定資産
	
	
	

	有形固定資産合計
	
	
	

	無形固定資産
	
	
	

	のれん
	
	
	

	賃貸資産
	
	
	

	その他無形固定資産
	
	
	

	無形固定資産合計
	
	
	

	投資その他の資産
	
	
	

	投資有価証券
	
	
	

	長期貸付金
	
	
	

	繰延税金資産
	
	
	


	破産更生債権等
	
	
	

	リース債権及び　　リース投資資産
	
	
	

	長期前払費用
	 
	
	

	その他
	
	
	

	貸倒引当金
	△
	△
	△

	投資その他の資産合計
	
	
	

	固定資産合計
	 
	
	

	
	
	
	

	繰延資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	有形固定資産の
	
	
	

	減価償却累計額
	
	
	

	eq \o\ad(\d\fo"担保提供資産　"(),担保提供資産)
	
	
	

	（土地・建物等）
	
	
	


○連結損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　○販売費および一般管理費
（単位：百万円） 　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	科　　　目
	年 期
	年 期
	年 期

	売上高・営業収益
	
	
	

	売上原価・営業原価
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	営業外収益
	
	
	

	受取利息
	
	
	

	受取配当金
	
	
	

	有価証券売却益
	
	
	

	負ののれん償却額
	
	
	

	持分法投資利益
	
	
	

	為替差益
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業外収益合計
	
	
	

	営業外費用
	
	
	

	支払利息・手形売却損
	
	
	

	貸与資産減価償却費
	
	
	

	為替差損
	
	
	

	有価証券売却損
	
	
	

	持分法投資損失
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業外費用合計
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	特別利益
	
	
	

	固定資産売却益
	
	
	

	投資有価証券売却益
	
	
	

	特別利益合計
	
	
	

	特別損失
	
	
	

	固定資産売却損
	
	
	

	固定資産処分損
	
	
	

	子会社株式評価損
	
	
	

	投資有価証券評価損
	
	
	

	減損損失
	
	
	

	特別損失合計
	
	
	

	税金等調整前当期純利益
	
	
	

	法人税、住民税及び事業税
	
	
	

	法人税等調整額
	
	
	

	少数株主利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	

	
	
	
	



○連結キャッシュ・フロー計算書（内部管理用等で作成している場合のみ）　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	科　　　目
	年 期
	年 期
	年 期

	営業活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	税金等調整前当期純利益
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	売上債権の増減額（△は増加）
	
	
	

	たな卸資産の増減額（△は増加）
	
	
	

	仕入債務の増減額（△は減少）
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	投資活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	有形固定資産の取得による支出
	
	
	

	投資有価証券の取得による支出
	
	
	

	その他
	
	
	

	投資活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	財務活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	短期借入金及びCPの増減額（△は減少）
	
	
	

	長期借入れによる収入
	
	
	

	長期借入金の返済による支出
	
	
	

	社債の発行による収入
	
	
	

	社債の償還による支出
	
	
	

	その他
	
	
	

	財務活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	現金及び現金同等物に係る換算差額
	
	
	

	現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
	
	
	

	現金及び現金同等物の期首残高
	
	
	

	現金及び現金同等物の期末残高
	
	
	


○上位借入先（（主）印　主力行庫）
  　　　　　（前期末 　年 　月末現在）（単位：百万円）
	借　　入　　先
	割引手形
	短期借入金
	長期借入金
	合　　計

	①
	
	
	
	

	②
	
	
	
	

	③
	
	
	
	

	④
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	

	その他とも計
	
	
	
	


　（直近時　年　月末現在）（単位：百万円）
	借　　入　　先
	割引手形
	短期借入金
	長期借入金
	合　　計

	①
	
	
	
	

	②
	
	
	
	

	③
	
	
	
	

	④
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	

	その他とも計
	
	
	
	



○依頼金融機関の見解

ノンバンク・リース業については、以下の１～１０についても記載してください。

１．期末営業資産残高の内訳

（単位：百万円）
	貸借対照表科目
	前々期末
	前期末

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合  計
	
	


２．事業毎の業種別取扱高（契約高）

（単位：百万円）

	
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合  計
	
	
	


３．事業毎の業種別営業資産残高

（単位：百万円）

	
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合  計
	
	
	


４．前期末債権残高上位20先（個別引当対象債権除く）

（単位：百万円）

	　
	企 業 名
	業 種
	債権残高
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	リース
	割賦
	営業貸付金
	その他

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	5
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	6
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	7
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	8
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	9
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	10
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	11
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	12
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	13
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	14
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	15
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	16
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	17
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	18
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	19
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	20
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	債権残高合計
	
	
	
	
	


５．債務者区分別残高

（単位：百万円）

	　
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由

	正常先
	
	
	

	要注意先
	
	
	

	
	その他要注意先
	
	
	

	
	要管理先
	
	
	

	破綻懸念先
	
	
	

	実質破綻先・破綻先
	
	
	

	合 計
	
	
	


６．個別引当対象債権の前期末残高上位10先

（単位：百万円）

	　
	企 業 名
	債務者区分
	業 種
	債権残高
	個別貸倒引当金
	前々期の債務者区分

	1
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	　
	　
	

	5
	
	
	
	　
	　
	

	6
	
	
	
	　
	　
	

	7
	
	
	
	　
	　
	

	8
	
	
	
	　
	　
	

	9
	
	
	
	　
	　
	

	10
	
	
	
	
	
	


７．借入金、CP、社債以外の有利子負債の前期末残高

（単位：百万円）
	貸借対照表科目
	内　容
	金　額

	
	
	

	
	
	

	
	
	


８．コミットメントラインの契約額及び利用額（前期末時点）

（単位：百万円）

	総  額
	借 入 実 行 額

	　
	　


９．金融費用の内訳

（単位：百万円）

	損益計算書区分
	前 々 期
	前 期

	売上原価
	　
	　

	
	資金原価
	
	

	
	
	支払利息
	　
	　

	
	
	社債利息
	
	

	
	
	預金利息（▲）
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	その他
	　
	　

	営業外費用
	　
	　

	
	支払利息
	　
	　

	
	社債利息
	
	

	
	その他
	　
	　


１０．信用コスト関連

（１）信用コストの定義
	信用コスト＝



　　

　　（２）前期の信用コスト計上額

① 損益計算書区分の信用コスト

（単位：百万円）
	損益計算書区分
	内  容
	金　 額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


② 事業別の信用コスト

（単位：百万円）
	事     業     名
	金　額

	
	

	
	

	
	


企業調書作成上の注意事項

	○会社法に基づく連結計算書類を作成していない場合であっても、任意で作成した連結ベースの財務資料がある場合には、連結ベースで企業調書を作成して下さい。その際、連結ベースの財務資料もご提出下さい。

○連結ベースの財務資料を作成していない場合には、重要な子会社の貸借対照表、損益計算書を提出して下さい。
○記載欄には、該当事項がない場合を除いて、全て記載して下さい。記載漏れの場合には、企業調書の再提出をお願いすることもあります。記載に関して不明な点や記載が容易でないといった事情がある場合には、事前にご相談下さい。
○重要度の高い事項（例えば再建計画など）について、本用紙のみで書ききれない場合は、適宜ページを補足して記入して下さい。

○記載内容を補足するための資料として、事業報告や決算説明資料などがある場合には、あわせてご提出下さい。
○記載に関する個別の注意事項については、書式記入例を参照して下さい。




Ⅰ-２号書式記入例（一部記載を省略しています）　　　　　　　　　　　　　　　記入例
（日付）平成○年○月○日
eq \o\ad(\d\fo"企業調書　　　　"(),企業調書)
企業名　　　○○機械工業（株）　
○企業調書作成のための企業の聴取先（部署名、担当者名）

聴取先：○○機械工業㈱  財務部○○部長
○連結ベースの財務資料の有無

	· 連結計算書類　　　　　有　　無

· 任意で作成した連結ベースの財務資料（内部管理用、親会社報告用等）　有 　無


○企 業 要 項
	本社（店）所在地（注2）
	神奈川県横浜市○○1-1-1（実質：東京都港区赤坂△－△）

	eq \o\ad(\d\fo"事業内容　　　　"(),事業内容)
	工作・産業機械等の製造

	eq \o\ad(\d\fo"設立年月　　　　"(),設立年月)
	昭和21年　10月　（創業　昭和13年10月）

	eq \o\ad(\d\fo"代表者　　　　　"(),代表者)
	山田　太郎
	従業員数
	1,234名

	支社（店）・工場所在地（注3）
	支店＝大阪、名古屋、下関
工場＝沼津（静岡）、相模（神奈川）

	資　　本　　金（注4）
	7,350百万円
	配当性向（平成24年3月期）（注4）
	58.82％

	eq \o\ad(\d\fo"取引先金融機関　"(),取引先金融機関)（注5）
	○○銀行本店（主）、△△銀行東京支店、○○信託本店ほか10行


○沿　　革（注6）
	年
	月
	

	昭22
	10
	現会長が△△機械製作所を個人創業。

	31
	10
	△△工業（株）を設立、工作機械等各種産業機械の生産に進出。

	36
	4
	（株）○○の子会社○○機械（株）と合併し、○○機械工業（株）と商号変更。

	47
	4
	神奈川県に相模工場、静岡県に沼津工場を相次ぎ建設。

	平8
	10
	冷凍機械部門の営業権を（株）○○に譲渡。

	15
	3
	新本社ビル（東京都港区）を竣工。

	21
	2
	リース業を営む○○リース㈱を株式交換により取得し、子会社とした。

	
	
	


○役　　員（○印代表権者）（注7）
	
	役　　名
	氏　　名
	生年
	略　　　　　　歴

	
	取締役会長
	山田　太一
	昭2
	前社長、平20年6月現職

	○
	取締役社長
	山田　太郎
	31
	55年入社、平20年6月現職、会長の長男

	○
	専務取締役
	田中　一郎
	24
	元○○㈱常務、60年入社、平15年6月現職

	○
	〃
	中村　次郎
	26
	元○○㈱取締役、平20年入社、平21年6月現職

	
	常務取締役
	加藤　三郎
	27
	50年入社、平19年6月現職

	
	〃
	鈴木　四郎
	30
	元○○銀行取締役、平19年入社、平21年6月現職

	
	取締役
	松本一郎（大阪支店長）、西川次郎（名古屋支店長）、宮下三郎（相模工場長）ほか3名

	
	監査役
	森本次郎、小川次郎（元㈱○○取締役）、法川公平（非常勤。○○法律事務所　弁護士）


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、または署名して下さい。

（注２）本店所在地は登記上の本店所在地を番地まで記入して下さい。なお、実質上の本店所在地が異なる場合は右側に（実質）と付記して当該所在地を併記（かっこ書き）して下さい。
（注３）支店・工場所在地は支店、工場等と表示のうえ、支店・工場名を記入して下さい。なお、工場名等と所在地名が異なる場合は必要に応じて所在地をかっこ書きして下さい。
（注４）・資本金欄には、前期末時点のものを記入して下さい。

・配当性向欄には、前期決算年月を記入して下さい。
（注５）取引先金融機関のうち主力行については、（主）と表示して下さい。
（注６）沿革については、創業、改組、商号変更、事業内容や資本系列の変遷、合併、提携、企業結合、会社分割、事業分離、金融商品取引所への株式上場及び上場廃止、主要設備の建設、本社の移転等を記入して下さい。
（注７）・役員が多数で欄内に書き切れない場合は、上席者（専務または常務以上）以外は生年、略歴を省略し氏名のみを記入（この場合、氏名が生年、略歴欄にはみ出しても差し支えない）して下さい。
・非常勤役員についてはその旨表示して下さい。
・略歴は、主な他社職歴、入社年、現職就任年月、役員間の縁故関係、社内兼任職名（かっこ書き）、主な公職を記入して下さい。なお、金融機関出身者については、氏名の次に出身の金融機関名を記入して下さい。
　○主要株主（注１）  　 　　　     　　　　　　○資本金推移、増資計画（注２）
	株　主　名
	持 株 数
	持株比率
	
	年
	月
	百万円

	○○株式会社
	44,000千株
	29.3 ％
	
	昭21
	10
	5

	○○銀行
	7,200
	4.8
	
	36
	4
	50

	△△銀行
	7,000
	4.7
	
	58
	11
	6,700（○○への第三者

	○○信託銀行
	5,000
	3.3
	
	
	
	割当増資10万株）

	▽▽生命保険
	4,000
	2.7
	
	平1
	4
	7,350（無償1:01）

	○○海上保険
	3,000
	2.0
	
	
	
	（利益剰余金の資本組入）

	
	
	
	
	
	
	

	総株主数9,376名
	株式総数　150,000千株
	
	
	
	


○設備新増設計画（設備投資額：今期13,700百万円、前期10,000百万円）（注３）
	設　備　内　容
	着　工
	完　成
	所要資金
	資金調達方法

	
	 年　月
	年 　月
	百万円
	

	御殿場工場（新設）
	21　10
	24　11
	10,500
	普通社債発行

	沼津工場・工作機械製造設備
	23　9
	24　12
	 2,300
	銀行借入

	相模工場・産業機械製造設備
	23　3
	25　3
	   900
	銀行借入

	
	
	
	
	

	リース資産：情報通信機器（リース会社のみ記載）
	24  4
	24  4
	500
	銀行借入

	
	
	
	
	


（注１）・主要取引銀行、主要取引先については持株比率が低い場合でも記入して下さい。
　　　 ・同族会社の場合は、同族の持株比率を欄外に付記して下さい。

（注２）・資本金の推移は、設立時のほか近年の２～３回分を記入して下さい。なお、転換社債の転換による増資については直近時点のみを記入して下さい。
　　　 ・増資の場合、有償、無償の区別、公募（１株あたりの発行価格及び資本組入額を付記）、第三者割当（株数を付記）等をかっこ書きして下さい。
　　　 ・増資を計画している場合は、計画を具体的に記入して下さい。
（注３）・設備投資額は支払ベースで記入して下さい。設備内容については、主要計画につき具体的に記入して下さい。なお、小口案件のみ多数の場合は代表的な案件を書き所要資金欄に合計額を記入して下さい。

　　　 ・リース会社については、営業に供するリース資産の購入計画がある場合には、リース資産を種類別に記入して下さい。
○事業概要（注1）
	○業界地位・企業の特色：○○系（出資比率29.3%）の大手機械メーカーで、主力の大型工作機械では業界トップ（国内シェア約40％、出所『○○協会』）。また、ダイカストマシーン、印刷機械でも業界上位を占めるなど、技術力に定評がある。

○親会社・大株主との関係：大株主から役員を受け入れており、最近では、○○㈱の元取締役の中村次郎氏が当社の専務取締役となっている。その他、大株主から、顧客紹介を受けることもある。

○事業戦略・中期経営計画：事業戦略として、付加価値の高い○○製品及び○○製品を中心に経営資源を集中する方針である。業績低迷に対応するため、今期より「新３ヶ年経営計画」を実施する（最終目標売上高40,000百万円、同経常利益2,000百万円）。具体的には、アジアでの展開を加速して販路拡大を図ることに加え、本社間接部門を中心とする人員の削減、製造工程の合理化によるコスト削減に取り組む。

○収益内容：収益面では、近年、国内需要の落ち込みと競争激化から営業利益率は下落している。とはいえ、その水準は同業他社に比べて高め。

○財務内容・不良債権：財務内容は、内部留保厚く、自己資本比率が高い。もっとも、有利子負債は、多額の設備投資をまかなうために○/○期以降、大きく増加している。当社をはじめ当社業界では、業況不芳で不良債権が増加傾向にある。そのため、貸倒引当金は年々増加しており、前々期○○百万円、前期○○百万円となり、今期には○○百万円と3期連続で増加する見込みである。今期に発生した不良債権は合計○○百万円で、主な回収不能先は○○商会が○○百万円、○○㈱が○○百万円と、不良債権全体の4割を占める金額となった。
○事業構造改革：多角化の一環として子会社○○販売を通じマンションの開発・販売事業に取組んだが、販売不振から業績が悪化。前期に同社を清算し、整理損○○百万円を計上。
○業績・資産の連単倍率：当期純利益の連単倍率が1.0倍を下回っているのは、業績の悪い子会社○○㈱の当期純損失○○百万円が主な理由である。純資産の連単倍率が1.0倍を下回っているのは、債務超過の子会社㈱○○が連結グループに含まれているためである。債務超過の連結子会社は、数年内に清算を予定している。


（注１）業界地位・企業の特色、親会社・大株主との関係、事業戦略・中期経営計画、収益内容、財務内容・不良債権、事業構造改革、業績・資産の連単倍率等を記入して下さい。事業構造改革等は、できる限り詳細な内容を記入して下さい。

○業績の状況
（1） 前期（○年○月期）業績の特徴（注1）
	eq \o\ad(\d\fo"売上高　　"(),売上高)
	28,243
	百万円
	（
	前期比
	▲7.4
	％）

	営業利益
	1,331
	〃
	（
	　 〃
	▲12.4
	％）

	eq \o\ad(\d\fo"経常利益　"(),経常利益)
	1,002
	〃
	（
	〃
	▲23.3
	％）

	当期純利益
	820
	〃
	（
	〃
	6.3
	％）


○売 上 高＝　主力の機械が米国向け印刷機械のスポット受注など一部に好材料はみられたものの、国内向けが主要需要先である自動車･弱電メーカーの設備投資低迷を映じ大きく落ち込んだため、減収。
○損　　益＝　営業利益は、人件費等コスト削減に努めたものの、受注競争激化による工作機械の採算悪化が響いて、１割強の減益。経常利益は、金利上昇による支払利息増加や投資有価証券売却損により２割強の減益。当期純利益は、業況不芳子会社の整理損*を遊休土地売却益**で補い、増益。
*○○販売の整理損52百万円
**○○県○○市にある土地を（株）××に販売した売却益100百万円
（２）今期（○年○月期）業績の見通し。○年○月の予算編成時に業績見通しを策定。（注2）
	eq \o\ad(\d\fo"売上高　　"(),売上高)
	30,000
	百万円
	（
	前期比
	6.2
	％）


	営業利益
	1,500
	〃
	（
	　 〃
	12.7
	％）

	eq \o\ad(\d\fo"経常利益　"(),経常利益)
	1,200
	〃
	（
	〃
	19.8
	％）

	当期純利益
	1,000
	〃
	（
	〃
	22.0
	％）


○売 上 高＝　機械が前期受注残の減少を国内自動車向け受注の回復や東南アジア向け輸出の好調によりカバーして伸長、電子部品も移動体通信向け需要の拡大から堅調に推移するとあって、増収の見通し。
○損　　益＝　営業利益は、増収影響に加え設計・製造工程の合理化、生産ラインの集約等原価低減策により、販価下落を吸収して、増益の見通し。投資有価証券売却損の剥落により経常利益、当期純利益は増益見通し。

（３）第1四半期決算の実績（未監査ベースや内部管理ベース可）（注3）
	eq \o\ad(\d\fo"売上高　　"(),売上高)
	7,400
	百万円
	（
	前期比
	5.4
	％）

	営業利益
	370
	〃
	（
	　 〃
	7.5
	％）

	eq \o\ad(\d\fo"経常利益　"(),経常利益)
	300
	〃
	（
	〃
	11.4
	％）

	四半期純利益
	200
	〃
	（
	〃
	20.6
	％）


○売 上 高＝　機械が国内自動車向け受注の回復や東南アジア向け輸出の好調により伸長し、増収。
○損　　益＝　営業利益は、増収に加え、設計・製造工程の合理化、生産ラインの集約等原価低減策の実施により増益。

（注１）・売上高増減要因および営業利益、経常利益、当期純利益等増減要因を記入して下さい。セグメントごとに収益を把握している場合は、セグメント単位で増減要因の記入をして下さい。
　　　　　イ．売上増高減要因は、販売数量増減、販売価格騰落、生産高増減、需要動向、販売競争状況の変化、販売地盤の変化、新製・商品の発売、新規参入・代替品等の状況など主な要因となった事項を記入して下さい。なお、主要な製・商品についてブランドを使用している場合は、品名のほか、ブランド名をかっこ書きして下さい。
例：綿糸（水仙）、塩ビ管（ヒシチューブ）、着色鉄板（七つ星カラー）等。
　　　　　ロ．営業利益、経常利益、当期純利益等増減要因は、売上高増減、製・商品市況の変化、原材料価格騰落、生産販売面の合理化（品質、省力、配転、集約、外注、下請、在庫、流通機能等）、製・商品構成変化、減価償却、金融費用、為替差損益、有価証券評価損・売却損益、会計方針の変更（たな卸資産の評価方法、固定資産の減価償却方法）等の主な事項を記入して下さい。
　　　　　ハ．特別損益に注意すべき動きのある場合はその内容を記入して下さい。
　　　 ・販売量、販売価格、受注、操業度等の今期・前期の計数を適宜付記して下さい。

・計数は、添付の貸借対照表、損益計算書と照合して下さい。

（注２）・今期業績の見通しを作成した時期を記載して下さい。

・今期業績の見通しを修正した場合には、期初の今期業績の見通しと最新の今期業績の見通しの両方を記載して下さい。

・「前期業績の特徴」に準じ売上高、損益の見通し、見込計数を記入して下さい。
（注３）・新規依頼、継続依頼を問わず、四半期決算、中間決算が終了している場合は、直近の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益の計数およびそれぞれの前年同期比率を付記し、増減要因を記入してください。
○セグメント情報
（１）報告セグメント別（セグメントは、事業、製品、サービス等企業の任意）（注1）、（注2）
▽前々期（　年　月期）実績　　　　　　　　　　　　　　　    　　　（単位：百万円）
	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	自動車
部品
	船舶
	ソフト
ウェア
	電子
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高　
	3,000

-
	5,000

-
	9,500

3,000
	12,000

1,500
	1,000


	-

△4,500
	30,500

-

	計
	3,000
	5,000
	12,500
	13,500
	1,000
	△4,500
	30,500

	セグメント利益又は損失（△）
	200
	70
	900
	2,300
	100
	△2,050
	1,520


（※1）その他には、報告セグメントに含まれない不動産事業、リース事業を含んでいる。

（※2）セグメント利益調整額△2,050百万円には、セグメント間取引消去△500百万円、報告セグメントに配賦していない全社費用の一般管理費△1,400百万円が含まれている。

▽前期（　年　月期）実績　　　　      　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	自動車
部品
	船舶
	ソフト
ウェア
	電子
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高　
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	セグメント利益又は損失（△）
	
	
	
	
	
	
	


（※1）

（※2）

▽今期（　年　月期）予想　　　　　　　　　      　　　　　　　　　（単位：百万円）

	
	報告セグメント
	その他

（※1）
	調整額

（※2）
	連結財務諸表計上額

	
	自動車
部品
	船舶
	ソフト
ウェア
	電子
	
	
	

	売上高
外部顧客への売上高
セグメント間の内部売上高又は振替高　
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	

	セグメント利益又は損失（△）
	
	
	
	
	
	
	


（※1） 
（※2） 
（注1）事業数、地域区分が多い場合は、適宜欄を増やし、今期売上高に占めるウェイトの高い順に記入して下さい。

（注2）書式例は、有価証券報告書のセグメント情報をベースにしていますが、適宜の書式で構いません。

（２）地域ごとの情報
▽前々期（　年　月期）実績

売上高　　　　　　　　　　　　　　　     　　 　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	日本
	米国
	中国
	欧州
	その他
	合計

	19,000
	4,200
	3,400
	2,900
	1,000
	30,500


（注）1.売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類している。

　    2.その他の地域・・・オセアニア地域、アフリカ地域

▽前期（　年　月期）実績

売上高　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　 　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	
	
	
	
	合計

	
	
	
	
	
	


（注）1.

　    2.

▽今期（　年　月期）予想

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	
	
	
	
	合計

	
	
	
	
	
	


（注）1. 

　    2.

○仕入先・販売先それぞれ上位5社（海外取引先は取引先名の次に国名をかっこ書）
	仕　入　先
	仕入比率
	販　売　先
	販売比率

	○○製作所
	21%
	○○自動車
	14%

	○○商事
	18%
	○○オートモービル（米国）
	11%

	○○物産
	15%
	○○工業
	7%

	○○産業
	6%
	○○機械
	5%

	○○有限公司（中国）
	5%
	○○電子
	4%


○連結貸借対照表（注１）　
（単位：百万円）
	科　目
	年 期
	年 期
	年 期

	（資産の部）
	
	
	

	流動資産
	
	
	

	現金及び預金
	
	
	

	受取手形及び売掛金
	
	
	

	リース債権及び　　リース投資資産
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	たな卸資産
	
	
	

	前渡金・前払費用
	
	
	

	繰延税金資産
	
	
	

	短期貸付金
	
	
	

	その他
	
	
	

	貸倒引当金
	△
	△
	△

	流動資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	固定資産
	
	
	

	有形固定資産
	
	
	

	建物及び構築物
	
	
	

	機械装置及び運搬具
	
	
	

	土地
	
	
	

	建設仮勘定
	
	
	

	賃貸資産
	
	
	

	その他有形固定資産
	
	
	

	有形固定資産合計
	
	
	

	無形固定資産
	
	
	

	のれん
	
	
	

	賃貸資産
	
	
	

	その他無形固定資産
	
	
	

	無形固定資産合計
	
	
	

	投資その他の資産
	
	
	

	投資有価証券
	
	
	

	長期貸付金
	
	
	

	繰延税金資産
	
	
	

	破産更生債権等
	
	
	

	長期前払費用
	
	
	

	リース債権及び　　リース投資資産
	
	
	

	その他
	
	
	

	貸倒引当金
	△
	△
	△

	投資その他の資産合計
	
	
	

	固定資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	繰延資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	資産合計
	
	
	

	
	
	
	

	有形固定資産の
	
	
	

	減価償却累計額
	
	
	

	eq \o\ad(\d\fo"担保提供資産　"(),担保提供資産)
	
	
	

	（土地・建物等）
	
	
	


○連結損益計算書（注１）　　　
　　　　　　　○販売費および一般管理費（注１）、（注２）
（単位：百万円） 　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	科　　　目
	年 期
	年 期
	年 期

	売上高・営業収益
	
	
	

	売上原価・営業原価
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	営業外収益
	
	
	

	受取利息
	
	
	

	受取配当金
	
	
	

	有価証券売却益
	
	
	

	負ののれん償却額
	
	
	

	持分法投資利益
	
	
	

	為替差益
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業外収益合計
	
	
	

	営業外費用
	
	
	

	支払利息・手形売却損
	
	
	

	貸与資産減価償却費
	
	
	

	為替差損
	
	
	

	有価証券売却損
	
	
	

	持分法投資損失
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業外費用合計
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	特別利益
	
	
	

	固定資産売却益
	
	
	

	投資有価証券売却益
	
	
	

	特別利益合計
	
	
	

	特別損失
	
	
	

	固定資産売却損
	
	
	

	固定資産処分損
	
	
	

	子会社株式評価損
	
	
	

	投資有価証券評価損
	
	
	

	減損損失
	
	
	

	特別損失合計
	
	
	

	税金等調整前当期純利益
	
	
	

	法人税、住民税及び事業税
	
	
	

	法人税等調整額
	
	
	

	少数株主利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	

	
	
	
	


○連結キャッシュ・フロー計算書（内部管理用等で作成している場合のみ）（注１）、（注３）　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	科　　　目
	年 期
	年 期
	年 期

	営業活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	税金等調整前当期純利益
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	売上債権の増減額（△は増加）
	
	
	

	たな卸資産の増減額（△は増加）
	
	
	

	仕入債務の増減額（△は減少）
	
	
	

	その他
	
	
	

	営業活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	投資活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	有形固定資産の取得による支出
	
	
	

	投資有価証券の取得による支出
	
	
	

	その他
	
	
	

	投資活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	財務活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	短期借入金及びCPの増減額（△は減少）
	
	
	

	長期借入れによる収入
	
	
	

	長期借入金の返済による支出
	
	
	

	社債の発行による収入
	
	
	

	社債の償還による支出
	
	
	

	その他
	
	
	

	財務活動によるキャッシュ・フロー
	
	
	

	現金及び現金同等物に係る換算差額
	
	
	

	現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
	
	
	

	現金及び現金同等物の期首残高
	
	
	

	現金及び現金同等物の期末残高
	
	
	


（注１）該当金額がない場合は「－」を記載して下さい。また、決算書（会社法上の計算書類、事業報告など）を必ず添付して下さい。決算説明資料もあれば添付して下さい。

（注２）販管費および一般管理費の内訳を記入して下さい。

（注３）連結キャッシュ・フロー計算書又は単体のキャッシュ・フロー計算書が作成されていない場合であっても、資金繰り表等の年間の資金管理に関する資料があれば提出して下さい。
○上位借入先（（主）印　主力行庫）
  （前期末　2012　年3月末現在）（単位：百万円）
	借　　入　　先
	割引手形
	短期借入金
	長期借入金
	合　　計

	①○○銀行（主）
	10
	100
	500
	610

	②△△銀行
	-
	60
	200
	260

	③○○信託銀行
	-
	-
	100
	100

	④▽▽生命保険
	-
	50
	-
	50

	⑤○○信用金庫
	-
	20
	-
	20

	その他とも計
	10
	240
	800
	1,050


（直近時　2012　年6月末現在）（注1）（単位：百万円）
	借　　入　　先
	割引手形
	短期借入金
	長期借入金
	合　　計

	①○○銀行（主）
	-
	100
	500
	600

	②△△銀行
	-
	60
	200
	260

	③○○信託銀行
	-
	-
	100
	100

	④○○信用金庫
	-
	15
	-
	15

	⑤▽▽公庫
	-
	5
	-
	5

	その他とも計
	5
	190
	800
	995


（注１）直近時には、企業調書提出時に把握できる直近の月末時点の借入残高を記入（借入先には、生損保、ノンバンク等を含む）して下さい。
○依頼金融機関の見解（注1）

（注１）現況及び課題、事業構造改革、ガバナンス、資金繰りに対する依頼金融機関としての見解、支援方針等を記入して下さい。

ノンバンク・リース業については、以下の１～１０についても記入して下さい。

１．期末営業資産残高の内訳（注１）

（単位：百万円）

	貸借対照表科目
	前々期末
	前期末

	割賦売掛金（未実現利益控除後）
	39,200
	41,300

	リース債権及びリース投資資産
	108,000
	122,000

	営業貸付金
	57,000
	55,700

	その他
	―
	―

	合  計
	204,200
	219,000


（注１）貸借対照表上で独立した科目になっていないもの（「その他」に含まれているもの等）
　　　　　　がある場合は、忘れずに記入して下さい。

２．事業毎の業種別取扱高（契約高）（注２）　

（単位：百万円）

	
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由（注３）

	リース事業
	37,100
	42,000
	○○社から大口案件を受注したことから、情報通信機器向けで取扱高が増加。

	
	情報通信機器
	23,000
	29,500
	

	
	建設機械
	9,100
	8,000
	

	
	その他
	5,000
	4,500
	

	割賦事業
	12,500
	12,300
	取引先が業績悪化を受けて設備投資を抑制したため、産業機械向けで取扱高が減少。

	
	情報通信機器
	6,200
	6,500
	

	
	産業機械
	4,000
	3,300
	

	
	その他
	2,300
	2,500
	

	貸付金事業
	25,200
	24,000
	不動産市況の悪化により、不動産業向けの貸出が減少。

	
	不動産業
	17,900
	16,000
	

	
	その他
	7,300
	8,000
	

	合 計
	74,800
	78,300
	


（注２）事業別・業種別に取扱高（契約高）を管理していない場合は、内部での管理区分に従って
記入して下さい。

（注３）特に変化が大きい項目について、主な増減理由を記入して下さい。

３．事業毎の業種別営業資産残高

（単位：百万円）

	
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由

	リース事業
	108,000
	122,000
	取扱高が増加したことから、営業資産残高も増加。

	
	情報通信機器
	71,000
	81,000
	

	
	建設機械
	25,000
	27,000
	

	
	その他
	12,000
	14,000
	

	割賦事業
	39,200
	41,300
	取扱高は減少したものの、前々期に比べて期間満了を迎えた契約が少なかったことから、残高は増加した。

	　
	情報通信機器
	19,600
	19,900
	

	　
	産業機械
	11,000
	12,500
	

	　
	その他
	8,600
	8,900
	

	貸付金事業
	57,000
	55,700
	不動産市況の悪化を受けて不動産業向け取扱高が減少したことから、貸付残高も減少した。

	　
	不動産業
	36,000
	33,000
	

	　
	その他
	21,000
	22,700
	

	合 計
	204,200
	219,000
	


４．前期末債権残高上位20先（個別引当対象債権除く）（注４）

（単位：百万円）

	　
	企 業 名
	業 種
	債権残高
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	リース
	割賦
	営業貸付金
	その他

	1
	○○○
	不動産業
	4,200
	3,500
	700
	0
	0

	2
	▲▲▲
	サービス業
	3,930
	3,430
	0
	500
	0

	3
	□□□
	情報通信機器業
	3,450
	2,900
	0
	0
	550

	4
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	5
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	6
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	7
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	8
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	9
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	10
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	11
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	12
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	13
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	14
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	15
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	16
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	17
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	18
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	19
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	20
	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	債権残高合計
	
	
	
	
	


（注４）名寄せベースで記入して下さい。名寄せが困難な場合、各債権種類別の残高上位20先の
データを適宜のフォーマットで記入して下さい。

５．債務者区分別残高（注５）

（単位：百万円）

	
	前々期末
	前期末
	増 減 理 由

	正常先
	172,016
	188,270　
	景気悪化で要注意先は増加したしたが、与信管理を強化したため、要注意先以下でみれば残高は減少。

	要注意先
	24,450　
	25,030　
	

	
	その他要注意先
	20,310
	21,470
	

	
	要管理先
	4,140
	3,560
	

	破綻懸念先
	5,900　
	4,250　
	

	実質破綻先・破綻先
	1,834　
	1,450　
	

	合　計
	204,200
	219,000
	


（注５）上記区分で管理していない場合は、適宜の管理区分に従って記入して下さい。

６．個別引当対象債権の前期末残高上位10先

（単位：百万円）

	　
	企業名
	債務者区分（注６）
	業種
	債権残高
	個別貸倒引当金
	前々期の債務者区分

	1
	▼▼▼
	破綻懸念先
	サービス業
	2,500
	1,400　
	正常先

	2
	◇◇◇
	破綻懸念先
	食料品
	1,750　
	850　
	破綻懸念先

	3
	●●●
	実質破綻先
	不動産業
	1,450　
	1,450　
	要管理先

	4
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	　
	　
	

	6
	
	
	
	　
	　
	

	7
	
	
	
	　
	　
	

	8
	
	
	
	　
	　
	

	9
	
	
	
	　
	　
	

	10
	
	
	
	
	
	


（注６）上記５で記入して頂いた区分に沿って記入して下さい。

７．借入金、CP、社債以外の有利子負債の前期末残高

（単位：百万円）
	貸借対照表科目
	内　容
	金　額

	リース債務
	―
	30,256

	その他流動負債
	債権流動化債務
	85,621

	その他固定負債
	預り保証金
	1,500


８．コミットメントラインの契約額及び利用額（前期末時点）

（単位：百万円）

	総  額
	借入実行額

	　
	　


９．金融費用の内訳

（単位：百万円）

	損益計算書区分
	前 々 期
	前  期

	売上原価
	　
	　

	
	資金原価
	
	

	　
	
	支払利息
	　
	　

	
	
	社債利息
	
	

	
	
	預金利息（▲）
	
	

	
	
	その他
	
	

	　
	その他
	　
	　

	営業外費用
	　
	　

	　
	支払利息
	　
	　

	
	社債利息
	
	

	　
	その他
	　
	　


１０．信用コスト関連

　　（１）信用コストの定義　　　
	「信用コスト※１＝リース資産処分損※2＋貸倒損失＋貸倒引当金繰入額＋債務保証損失引当金繰入額＋利息返還損失引当金繰入額」

　※1　貸倒引当金戻入益は含めていない。

　※2　オペレーティングリース債権の回収困難が見込まれる契約について、回収不能に伴うリース資産の処分損失に備えるために追加計上したもの。


　

　　
（２）前期の信用コスト計上額

　　　① 損益計算書区分の信用コスト

　（単位：百万円）
	損益計算書区分
	内　容
	金　額

	売上原価
	リース資産処分損
	230

	販売費及び一般管理費
	貸倒引当金繰入額
	1,460

	
	貸倒損失
	720

	
	利息返還損失引当金繰入額
	50

	
	債務保証損失引当金繰入額
	125


② 事業別の信用コスト

（単位：百万円）

	事  業  名
	金   額

	リース事業
	1,280

	割賦事業
	780

	貸付金事業
	525


○　Ⅰ-３号書式を横線のとおり改める。

Ⅰ-３号書式
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

金融機関等名


信用判定継続依頼書

当方より信用判定を依頼している企業について、下記のとおり依頼します。

当行（庫・社）は、当該企業の経営の状態および資金繰り動向を常時把握可能であり、信用判定のうえは、次の１．から４．について、貴行所定の規則規定等に基づきまでに掲げるとおり貴行への連絡等を行います（ただし、３．については、当該企業が迅速審査の対象であり、かつ当該事項が公表されている場合、４．については、当該企業が迅速審査の対象である場合を除きます。）。
１．当該企業の商号もしくは住所に変更がある場合または当行（庫・社）の連絡担当部署等に変更がある場合には、速やかに貴行に連絡します。

２．当行（庫・社）が、当該企業にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該企業にかかる直近の内部格付情報等を報告します。

３．当該企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含む。）が発生した場合その他経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、当行（庫・社）における内部格付等の変更の有無に拘わらず、速やかに貴行に連絡します。
４．当該企業の決算公表後は、直ちにその関係資料を提出します。
∫

略（不変）

∫

（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、署名して下さい。
（注２）信用判定の継続を希望する場合には「要」を、希望しない場合には「否」を、それぞれ丸で囲んで下さい。
（注３）企業数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。
Ⅰ-３号書式記入例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入例
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

（金融機関等名）

                                         （責 任 者） △△　△△   　印
　（注1）
信用判定継続依頼書
当方より信用判定を依頼している企業について、下記のとおり依頼します。

当行（庫・社）は、当該企業の経営の状態および資金繰り動向を常時把握可能であり、信用判定のうえは、次の１．から４．について、貴行所定の規則規定等に基づきまでに掲げるとおり貴行への連絡等を行います（ただし、３．については、当該企業が迅速審査の対象であり、かつ当該事項が公表されている場合、４．については、当該企業が迅速審査の対象である場合を除きます。）。
１．当該企業の商号もしくは住所に変更がある場合または当行（庫・社）の連絡担当部署等に変更がある場合には、速やかに貴行に連絡します。

２．当行（庫・社）が、当該企業にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該企業にかかる直近の内部格付情報等を報告します。

３．当該企業について、合併、事業の全部もしくは重要なる一部の譲渡または譲受（分割や持株会社化等による企業形態の大幅な変更を含む。）が発生した場合その他経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、当行（庫・社）における内部格付等の変更の有無に拘わらず、速やかに貴行に連絡します。
４．当該企業の決算公表後は、直ちにその関係資料を提出します。
記

	企業名
	信用判定継続の要否（注２）

	（注３）
	

	㈱○○○
	要 ・ 否

	㈱△△△
	要 ・ 否

	○○○㈱
	要 ・ 否


以　　上
以下略（不変）

○　Ⅰ-４号書式記入例を横線のとおり改める。

Ⅰ-４号書式記入例（１）（定期報告の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　記入例
平成○年○月○日

日　本　銀　行（注１）
（金融機関等名）

                                         （責 任 者） △△　△△   　印
　（注２）
信用判定企業の内部格付等報告書
当方より信用判定を依頼している企業について、下記のとおり報告します。

記

	企業名（注３）
	内部格付
	対応する

外部格付（注４）
	債務者区分
	与信方針（注５）
	備考（注６）

	㈱○○○
	Ａ２
	ＡＡ
	正常先
	１
	─

	㈱△△△
	Ａ３
	Ａ＋
	正常先
	１
	変更

	○○○㈱
	Ｂ１
	ＢＢＢ＋
	正常先
	３
	─


（注１）日本銀行本店（金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ）あてに提出して下さい。

（注２）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、署名して下さい。

（注３）企業数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。定期報告の場合は全先を、定期報告以外の場合は変更先のみを報告して下さい。
（注４）内部格付との対応関係を示した一覧表を添付することでも差支えありません。

（注５）１．積極、２．やや積極、３．現状維持、４．消極、５．撤退、から選択して下さい。

（注６）前回報告時から変化があったものについて「変更」と記入して下さい。
以　　上

Ⅰ-４号書式記入例（２）（定期報告以外の場合）　　　　　　　　　　　　　　　記入例
平成○年○月○日

日　本　銀　行（注１）
（金融機関等名）

                                         （責 任 者） △△　△△   　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）
信用判定企業の内部格付等報告書
当方より信用判定を依頼している企業について、下記のとおり報告します。

記

	企業名（注３）
	内部格付
	対応する

外部格付（注４）
	債務者区分
	与信方針（注５）
	備考（注６）

	㈱△△△
	Ｂ１
	ＢＢＢ＋
	正常先
	２
	変更

	○○○㈱
	Ｂ３
	ＢＢＢ－
	正常先
	３
	変更


（注１）日本銀行本店（金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ）あてに提出して下さい。

（注２）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、署名して下さい。

（注３）企業数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。

（注４）内部格付との対応関係を示した一覧表を添付することでも差支えありません。

（注５）１．積極、２．やや積極、３．現状維持、４．消極、５．撤退、から選択して下さい。

（注６）前回報告時から変化があったものについて「変更」と記入して下さい。

以　　上
○　ひな型２を横線のとおり改める。
ひな型２
(日付)平成○年○月○日
日　本　銀　行
（金融機関等名）　　　　
（責 任 者）○○○○ 　　印

（注１）
○○㈱の住所変更に関する件
当行取引先○○㈱は、下記のとおり住所（注2）を変更しますので報告します。
なお（注2）、登記事項証明書は住所変更登記完了（平成○年○月○日予定）次第送付します。
記
	新 住 所
	○○市○○町○－○

	旧 住 所
	△△市△△町△－△

	変 更 日
	平成○年○月○日


以　　上
（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、署名して下さい。
（注２）実質上の住所の変更の場合は、「住所」を「実質上の住所」に代えて下さい。その場合は、なお書き以下は不要です。
○　Ⅲ-１号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-１号書式

平成　　年　　月　　日
日　本　銀　行

金融機関等名


適格投資法人の選定依頼書
　　下記投資法人について、適格投資法人としての選定を依頼します。

　　なお、下記投資法人の商号や住所、当行（庫・社）の連絡担当部署に変更が生じた場合、また下記投資法人の信用力に大きな影響を及ぼす事情が生じた場合には、速やかに貴行に連絡します。当行（庫・社）が、当該投資法人にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該投資法人にかかる直近の内部格付情報等を報告します。
記
	投資法人の商号
	

	本店所在地
	

	連絡担当部署
	                   （連絡責任者名　          　　）

                   （連絡先電話番号              ）


○当行（庫・社）における内部格付等

	内部格付
	対応する外部格付
	債務者区分
	与信方針

	
	
	
	


（注）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、またはご署名願います。

○　Ⅲ-２号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-２号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

金融機関等名



投資法人の選定継続依頼書

当方より適格投資法人としての選定を依頼している投資法人について、下記のとおり依頼します。

なお、下記投資法人の商号や住所、当行（庫・社）の連絡担当部署に変更が生じた場合、また下記投資法人の信用力に大きな影響を及ぼす事情が生じた場合には、速やかに貴行に連絡します。当行（庫・社）が、当該投資法人にかかる内部格付、与信方針または債務者区分（以下、「内部格付等」という。）を変更した場合には、速やかに貴行に報告します。また、貴行から請求があった場合には、当該投資法人にかかる直近の内部格付情報等を報告します。
記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

投資法人名　　　　　　 判定継続の要否（注２）

要 ・ 否

要 ・ 否

要 ・ 否
（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、またはご署名願います。

（注２）投資法人の選定継続を希望する場合には「要」を、希望しない場合には「否」を、それぞれ丸で囲んで下さい。

（注３）投資法人数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。

○　Ⅲ-３号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-３号書式
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

（金融機関等名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

（連絡担当部署および連絡責任者）
投資法人に関する変更連絡書

当方より選定を依頼している投資法人または当方の連絡担当部署について、下記のとおり変更が生じましたので連絡します。

記

	投資法人の商号（注）
	

	変更内容（変更前）
	

	変更内容（変更後）
	


（注）投資法人数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。
○　Ⅲ-４号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-４号書式
平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行

金融機関等名



保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業の選定依頼書
下記の債務にかかる発行投資法人等および保証企業について、保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業としての選定を依頼します。

　なお、当該発行投資法人等および保証企業の商号、住所、当行（庫・社）の連絡担当部署等に変更が生じた場合には、速やかに貴行に連絡します。
記
	発行投資法人等の商号
	

	発行投資法人等の住所
	

	保証企業の商号
	

	保証企業の住所
	

	利用債務の種類（注２）
	　　　短期不動産投資法人債
　　不動産投資法人が振出す手形
　　　不動産投資法人コマーシャル・ペーパー
　　　不動産投資法人に対する証書貸付債権

	連絡担当部署
	             （連絡責任者名          　　）

             （連絡先電話番号            ）


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、またはご署名願います。

（注２）該当する項目にチェック願います。

○　Ⅲ-５号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-５号書式

平成　　年　　月　　日

日　本　銀　行
金融機関等名



保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業の選定取下げ書
　下記の債務にかかる発行投資法人等および保証企業につき、保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業としての選定依頼を取下げます。

記
	発行投資法人等の商号
	

	保証企業の商号
	

	利用債務の種類（注２）
	　　　短期不動産投資法人債
　　不動産投資法人が振出す手形
　　　不動産投資法人コマーシャル・ペーパー
　　　不動産投資法人に対する証書貸付債権


（注１）当座勘定取引において届出済の代表者または代理者の印章を押なつするか、またはご署名願います。

（注２）該当する項目にチェック願います。

○　Ⅲ-６号書式を横線のとおり改める。

Ⅲ-６号書式
平成　　年　　月　　日

日　 本　 銀　 行
 

（金融機関等名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

（連絡担当部署および連絡責任者）
保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業に関する変更連絡書
当方より選定を依頼している保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業または当方の連絡担当部署について、下記のとおり変更が生じましたので連絡します。

記

	発行投資法人等の商号（注）
	

	保証企業の商号
	

	変更内容（変更前）
	

	変更内容（変更後）
	


（注）投資法人数に応じ適宜行を増減してご利用下さい。
○　Ｖ-１～Ｖ-１６号書式の記入要領の１．（７）を横線のとおり改める。
（７）償還日

・　発行要項に記載されている償還日を和暦で記入願います。

例：「本公債の元金は、平成○○年△△月××日にその金額を償還する。」とある場合は「○○.△△.××」と記入。

・　元本の分割償還が行われることがある債券については、償還日欄には、最終償還日および「分割償還」と記入願います。
○現況及び課題：








○事業構造改革：








○ガバナンス：








○資金繰り：








○支援方針：








○その他の事項：











○連結株主資本等変動計算書    　（単位：百万円）


科　　　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
（株主資本）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
剰余金の配当�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（評価・換算差額等）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（新株予約権）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（少数株主持分）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（純資産合計）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






担当者：


TEL：　　


電子メールアドレス：　　





印








科　　　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
�eq \o\ad(\d\fo"荷造運搬費　"(),荷造運搬費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"広告宣伝費　"(),広告宣伝費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"給料手当　　"(),給料手当)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"減価償却費　"(),減価償却費)��
�
�
�
�
のれん償却額�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"通信費　　　"(),通信費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"旅費交通費　"(),旅費交通費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"賃借料　　　"(),賃借料)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"調査研究費　"(),調査研究費)��
�
�
�
�
貸倒引当金繰入額�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"その他　　　"(),その他)��
�
�
�
�
�
�
�
�
�






印





科　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
（負債の部）�
�
�
�
�
流動負債�
�
�
�
�
支払手形及び買掛金�
�
�
�
�
短期借入金�
�
�
�
�
１年以内返済長期借入金�
�
�
�
�
１年内償還の社債�
�
�
�
�
コマーシャル・ペーパー�
�
�
�
�
リース債務�
�
�
�
�
その他有利子負債�
�
�
�
�
未払金�
�
�
�
�
未払費用�
�
�
�
�
未払法人税等�
�
�
�
�
未払消費税�
�
�
�
�
前受金�
�
�
�
�
繰延割賦未実現利益�
�
�
�
�
引当金�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
流動負債合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
固定負債�
�
�
�
�
社債�
�
�
�
�
長期借入金�
�
�
�
�
リース債務�
�
�
�
�
その他有利子負債�
�
�
�
�
退職給付引当金及び


役員退職慰労引当金�



�



�
�
�
その他の引当金�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
固定負債合計�
�
�
�
�
負債合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（純資産の部）�
�
�
�
�
株主資本�
�
�
�
�
資本金�
�
�
�
�
資本剰余金�
�
�
�
�
利益剰余金�
�
�
�
�
自己株式�
△�
△�
△�
�
株主資本合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
評価・換算差額等合計�
�
�
�
�
新株予約権�
�
�
�
�
少数株主持分�
�
�
�
�
純資産合計�
�
�
�
�
負債純資産合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
受取手形割引高�
�
�
�
�
受取手形裏書譲渡高�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"債務保証　　"(),債務保証)��
�
�
�
�
�
�
�
�
�















減価償却実施額�
�
�
（有形固定資産）�
�
�
�
�
（無形固定資産）�
�
�
�
�
減価償却実施額合計�
�
�
�
�






（金融機関等名）　　　　(注１)


（責任者名）○○○○　印








（責任者名）○○○○　届出印



































科　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
（負債の部）�
�
�
�
�
流動負債�
�
�
�
�
支払手形及び買掛金�
�
�
�
�
短期借入金�
�
�
�
�
１年以内返済長期借入金�
�
�
�
�
１年内償還の社債�
�
�
�
�
コマーシャル・ペーパー�
�
�
�
�
リース債務�
�
�
�
�
その他有利子負債�
�
�
�
�
未払金�
�
�
�
�
未払費用�
�
�
�
�
未払法人税等�
�
�
�
�
未払消費税�
�
�
�
�
前受金�
�
�
�
�
繰延割賦未実現利益�
�
�
�
�
引当金�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
流動負債合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
固定負債�
�
�
�
�
社債�
�
�
�
�
長期借入金�
�
�
�
�
リース債務�
�
�
�
�
その他有利子負債�
�
�
�
�
退職給付引当金及び


役員退職慰労引当金�



�



�
�
�
その他の引当金�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
固定負債合計�
�
�
�
�
負債合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（純資産の部）�
�
�
�
�
株主資本�
�
�
�
�
資本金�
�
�
�
�
資本剰余金�
�
�
�
�
利益剰余金�
�
�
�
�
自己株式�
△�
△�
△�
�
株主資本合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
評価・換算差額等合計�
�
�
�
�
新株予約権�
�
�
�
�
少数株主持分�
�
�
�
�
純資産合計�
�
�
�
�
負債純資産合計�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
受取手形割引高�
�
�
�
�
受取手形裏書譲渡高�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"債務保証　　"(),債務保証)��
�
�
�
�
�
�
�
�
�






科　　　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
�eq \o\ad(\d\fo"荷造運搬費　"(),荷造運搬費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"広告宣伝費　"(),広告宣伝費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"給料手当　　"(),給料手当)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"減価償却費　"(),減価償却費)��
�
�
�
�
のれん償却額�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"通信費　　　"(),通信費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"旅費交通費　"(),旅費交通費)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"賃借料　　　"(),賃借料)��
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"調査研究費　"(),調査研究費)��
�
�
�
�
貸倒引当金繰入額�
�
�
�
�
�eq \o\ad(\d\fo"その他　　　"(),その他)��
�
�
�
�
�
�
�
�
�









○連結株主資本等変動計算書  （単位：百万円）


科　　　目�
年 期�
年 期�
年 期�
�
（株主資本）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
剰余金の配当�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（評価・換算差額等）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（新株予約権）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（少数株主持分）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
（純資産合計）�
�
�
�
�
期首残高�
�
�
�
�
当期増加高�
�
�
�
�
当期減少高�
�
�
�
�
期末残高�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






減価償却実施額�
�
�
（有形固定資産）�
�
�
�
�
（無形固定資産）�
�
�
�
�
減価償却実施額合計�
�
�
�
�






担当者：　　　　　　　


TEL：　


電子メールアドレス：





○現況及び課題：前期は主要ユーザーである自動車・弱電業界の業況低迷の煽りを受け、売上高、利益ともに減少した。今期は国内外で自動車メーカー向け受注が回復しつつあるが、会社計画よりはやや下ぶれるのではないかとみている。こうした中、新規取引先の開拓や、稼働率の悪い工場等のコスト削減により、収益力を改善することが当社の課題と思われる。


○事業構造改革：前期中に不動産子会社「○○販売」の整理を行った。これにより○/○期から進めてきた関係会社の整理に一応の目処をつけた。しかし、本業に関しては、なお一層のコスト削減が必要と思われる。具体的には、今期から、人員削減、生産工程の見直し等○○百万円のコスト削減施策を実施する模様。現在、自動車業界からの需要拡大を見込んで、御殿場に最新鋭の工作機械工場を建設中であり、沼津工場の製造ラインの一部を御殿場工場に集約していく計画である。これにより、年間約○○百万円のコスト削減が可能となる。足許、概ね計画どおりに進んでおり、今期より収益面に寄与していくものと思われる。


○ガバナンス：会社は、堅実な経営方針を掲げており、回収リスクが高い投資には慎重であり、毎月、部長職以上で開催される経営会議で、出席者全員によって投資の効果を検討している。監査役のうち1名は必ず弁護士が就任しており、会社は、常時、法令順守等にも注意を払っている。


○資金繰り：御殿場工場の設備の資金はすでに調達済みである（○/○月普通社債発行○○百万円）。また、取引先の選別が奏功し、長期滞留売上債権も減少してきており、資金繰り面の不安もない。


○支援方針：設立以来の取引先であり、今後ともメインとして積極支援の方針である。


○その他の事項：国内の印刷機械製造会社の買収を検討中である。また、海外の販路拡大のため、専門商社の○○㈱に対して、業務提携を打診している最中である。





印








印





（注）





印





（注１）





（注３）





印





（注１）





印





（注１）








